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電気事業者の採用状況採用状況（電気事業者11社 [原子力部門] ）

大学出口調査：就職状況大学出口調査：就職状況

就職先内訳と原子力関連就職率

原子力産業入口調査：採用状況原子力産業入口調査：採用状況

電気事業者の採用状況
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＊原子力専攻比率：
　　原子力専攻採用者数/全採用者数

採用数は約100名（採用比率は、25～20％）0
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平均約200名（就職割合は ～40％）（’85～’06）
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2006年度は大幅増加（特に、電気・機械、高専）
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メーカ（6社）の採用状況採用状況（メーカ [原子力部門]〔 IHI、東芝、日立製作所、
富士電機システムズ 三菱重工業 三菱電機〕）平均約200名（就職割合は、～40％）（ 85～ 06）

そのうち60％前後が鉱工業、～20％が電気事業者へ
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＊原子力専攻比率：
　　原子力専攻採用者数/全採用者数

採用数は、100名/年～150名/年（採用比率は、～10％）

2006年度は大幅増加



原子力産業技術者数の推移原子力産業技術者数の推移
鉱工業（原子力部門）技術者数推移：原産データ（全体概要）
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技術者総数は、ほぼ一定（’06年 約25,500人）
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ＲＩ・放射線利用

技術者合計
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技術者合計
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技術者総数は増加

運転･保守技術者は増加

（’85年約3,000名、 ’06年約6,000人 ）

調査 計画 管理部門は増加

設計者、研究者は減少（ピーク時 約7500人，’06年 約4,500人）

サービス技術者は、倍増（’85年 約4,000人，’06年 約9,000人）

電工会原子力技術者数推移：機種合計JEMA（日本電機工業会）統計データ
調査･計画･管理部門は増加

設計･建設工事部門は減少
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（ピーク時 約15,000人，’06年 約10,000人）

特に、原子炉一次系技術者数の減少が著しい

（ピーク時 約8,000人，’06年 約5,000人）



プラント建設の想定（海外分）

原子力界の技術者、研究者数予測結果（内訳）
〔海外プラント受注：リファレンスケース〕
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人材長期需要（～2030年）人材長期需要（～2030年）
技術者数予測

ラント建設の想定（海外分）
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技術者総数は、4万人から2030年には5万5千人に増加
1万人は国際性かつ設計能力のある人材が必要
国内は 現状の人数と技術力を維持し リプレース時期に5千人の需要
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原子力専攻等卒業者需要
（出口調査に合わせた予測）
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原子力卒業生の新規採用数も200人から国際化対応のため40人程度の増加
国内対応では現状維持し、リプレース時期に30人の増加



OECD諸国の教職員と米国の技術者の年齢年齢構成年齢構成

原子力教職員の年齢分布と平均年齢（1998）
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米国 原 力人材 状況とそ 対策

対策例対策例

米国の原子力人材の状況とその対策

Cumulative Demand for New Workers By
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政府機関の施策

○DOE
・大学の所有の研究炉に対する教育基盤の整理
・原子力工学研究補助金
・DOEと産業関係機関の共同原子力工学補助金 等

○NRC

7

・ 有能な人材の採用（有能人材の優遇、奨学金、インターンシップ制度、他）
・ 再雇用、退職猶予制度
・ 既雇用者の外部での再学習 等



対策例対策例

米国エネルギー省（DOE）原子力局の大学向け予算の効果
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大学向けのDOE原子力局の予算が上向き傾向
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大学向けの 原子力局の予算が上向き傾向

原子力工学への入学者数・学位取得数も復活の兆し



行政機関

技術課題：・グローバル化
・ナショナルプロジェクト

人材課題：・技術継承
技術者評価

人材の現状課題と対策人材の現状課題と対策

メ カ

行政機関

・人材の高齢化

・技術継承
人材余裕小

ナショナルプロジェクト
原子力

・技術者評価
・キャリアパスの明示
・人材流動化

メーカ

・人材の高齢化

ナショナルプロジェクト

国際展開支援

規格・基準支援

科学教育
エネルギー教育
原子力理解促進

入学生

大 学

・技術継承

・専門家の高齢化

・ポスドク増加

新システム開発
グローバル化

出
向

ポスドク増加

・基礎・基盤工学弱体化

原子力

工学

その他

分野

新規プラント

建設数減少

研究機関

JAEA/電中研

電力 原子力
技術確立

JAEA/電中研

JNFL派遣

・人材の高齢化

・技術継承

・判断力のある人材
・保全技術体系整備

リプレース活発化
定常的研究維持

原子力理解促進
交流システム

基礎・基盤工学国際協力

9新規プラント

建設数減少

定常的研究維持
人材育成

赤色：

必要な対策等

国際協力
FBRサイクル

技術開発



端境期の認識

人材に係る長期課題への対応イメージ人材に係る長期課題への対応イメージ

原子力成長期
人材育成

維持の時代
人材のｽﾘﾑ化

夜明け前の時代
人材の維持→育成

復
興

端境期の認識

人材育成 人材のｽﾘﾑ化 人材の維持→育成

人材要求に波
・設計・開発案件の減少
・技術基盤の弱体化懸念

期

・途中（2010-2030）、国内の人材需要は望めない

→海外展開すれば 成長が期待できる

材要求 波技術基盤の弱体化懸念

• 技術継承
• 技術者評価 →海外展開すれば、成長が期待できる

・将来（2030-）は、人材需要は旺盛となる見込み

技術者評価
• 人材流動化
• キャリアパスの明示
• シニア(経験者)・若手研究者の活用

米国

産官学： 原子力の環境・エネルギーへの寄与の認識
原子力技術・人材ロードマップの提示
高性能・高品質・世界標準の原子力技術確立

• 米国
• ニーズの公開
• 政府機関の資金的支援

• 原子力技術者に対する高い報酬
• 仏国高性能 高品質 世界標準の原子力技術確立

大学生のみならず、小中高校生も含めたエネルギー教育
電力 ： リプレース計画や化石から原子力へのシフトの明確化

定常的研究を維持する仕組み
メーカ： 原子力システム提案と開発、海外展開の活発化

• 研究・技術者の計画的採用
• 専門大学院のキャリアパスの確立

• 技術・人材ロードマップの作成
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カ 原子力シ テ 提案と開発、海外展開の活発化

大学 ： 原子力技術確立、基礎・基盤技術の維持
国 ： 次世代軽水炉等のナショナルプロジェクト

海外展開・大学国際化・規格・基準の支援

• 社会への発信


